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本実践報告・取組紹介集は、令和２･３年度に実施した「難聴児の

切れ目ない支援体制構築と更なる支援の推進に向けた研修会事業」

でご報告いただいた４つの特別支援学校（聴覚障害）ならびに、石

川県、岐阜県、北九州市の報告集です。 

＜実践事例掲載校＞ 

・北海道札幌聾学校 

・東京都立大塚ろう学校 

・大阪府立生野聴覚支援学校 

・長崎県立ろう学校 

＜支援体制の構築に関する取組紹介掲載自治体＞ 

・石川県健康福祉部少子化対策監室 

・岐阜県健康福祉部障害福祉課 

・北九州市保健福祉局障害福祉部障害支援課 

本資料につきましては、４校の学校長、乳幼児教育相談の先生方な

らびに自治体関係者の皆様に多大なる御理解と御協力をいただきま

した。この場をお借りしまして感謝申し上げます。 

 

 

 

国立特別支援教育総合研究所  山本 晃 
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1-(1) ��児��相談������

城南 永福城東本校
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�����相談��������
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11
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1913 1876
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���月�新生児訪問指導
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石川県における
聴覚障害児の早期発見・療育支援体制

の構築について

石川県健康福祉部少子化対策監室

沿 革

年～

難聴児ネットワーク勉強会

（有志による）

年度～

県が支援体制整備に着手

年度～

支援体制の運用を開始

赤ちゃんきこえの相談支援センター設立
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事業内容

１ 新生児聴覚スクリーニング検査実施

から療育までの支援体制の整備

２ 検査説明用媒体の作成

３ 関係機関での情報共有

４ 検討会の実施

難聴の乳児と保護者に対し、聞こえや難聴に関する知識を学習する機会
を提供し、また、その後の療育機関の選択を支援

石川県における早期発見・療育支援体制

入
院
中

カ月
健診

産科医療機関

検査説明・同意確認同意する 同意しない

新生児聴覚スクリーニング検査（初回）

要検査（ ）

確認検査※

異常または異常の疑い（ ） 異常なし

検査結果説明 ※例外あり

新生児訪問
等において
受検を勧奨

精密
検査

専門医療機関（耳鼻科）

※確認検査は、入院
中、若しくは か月健
診時に実施

治療等

二次聴力検査機関

精密聴力検査機関

両側難聴 一側難聴 難聴なし

いしかわ赤ちゃんきこえの相談支援センター（みみずくクラブ）

治療可能な専門医療機関（耳鼻科）

早期療育 経過観察

市町
（母子保健部署）

継続管理・支援

県保健福祉
センター

継続管理・支援

支援

療育



− 56 −

 
検査説明用媒体の作成

検査結果説明用媒体の作成
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「きこえ」のマニュアル（産科編）

１か月告知に関する当事者のご意見

金沢大学人間社会研究域学校教育系教授武居渡氏スライド改変

現行通りで良い

入院中に知りたかった

どちらでも良い

分からない

・精検受診時期が変わらないから
・出産直後は疲れ切っている
・気持ちが落ち着いた か月が妥当
・入院中に伝えられるのは辛すぎる
・産後うつがひどく、もっと後でも
良いくらい
・退院時に伝えられたが、辛くて我
が子を愛せなかった
・ダウン症というだけで精神的に
いっぱい。 か月で良い

・早くわかった方が準備ができてよい
・できるだけ早く知りたい
・検査結果は気になるので早い方が
良い
・結果を知るまで音に反応しないこと
に悩んだ
・産科で 週間毎に検査し、覚悟がで
きた。 か月だと不安になる

・その人により事情が違う
・ショックなのは変わらない
・選べる方がいい
・療育開始時期が変わらないなら、
早くても遅くてもよい

・自分は入院中に聞いたので
・入院中に専門医の説明が聞けるな
ら良いが、産科クリニックの場合
はできないので、分からない
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受診票を活用した情報共有システム

産科・小児科
医療機関

専門医療機関
（耳鼻科）

市町
母子保健担当

県保健福祉
センター

情報
共有

・情報の集約（一元化）
聴覚障害（疑）児の
台帳管理

・治療・療育の継続支援
・育児支援

・新生児聴覚スクリーニン
グ検査の周知・実施

・要精検児に受診票発行

・精密検査・診断・治療
・受診票で、受診結果・確
定診断結果を情報共有

※情報共有には、「精密健康診査
受診票」（ 枚複写）を使用

※受診票は、検査結果を記入でき、
情報共有の役割を果たしている

※受診票【 枚目】は
精密検査の受診を公費助成する
ため、支払い委託機関へ送付

受診票【 枚目】
新生児聴覚スクリーニ
ング検査の結果を記載
し、要精検であったこ
とを情報提供

受診票【 ～ 枚目】
新生児聴覚スクリーニ
ング検査の結果を記載
し紹介

受診票【 枚目】
受診結果 所見･今後の処置 を報告
（概ね カ月を目途）
受診票【 枚目】
確定診断結果を報告
（概ね か月以内）

受診票【 枚目】
診断結果を記載し返信

情報共有媒体（乳児精密健康診査受診票）

【基本情報】
児：氏名、生年月日、住所、出生時体
重、在胎週数、分娩時の状況
保護者：氏名

【新生児聴覚スクリーニング検査】
初回検査、確認検査の
実施日、検査方法、結果（左右）

【精密検査・確定診断情報】
精密検査：受診日、検査方法、所見、
今後の方針
確定診断： （ 波閾値）、診断
名、経過、今後の治療・療育方針

【保護者同意】
情報提供・共有の同意

（ 枚目）
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新生児聴覚スクリーニング検査実施率

石川県

全国

％

要精検（ ）率
％
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検査件数に占める両側難聴の割合

検討会の開催

構成員：
専門医療機関、耳鼻科学会、産婦人科医会、
小児科医師、県言語聴覚士会、県教育委員会、
市町村、行政（母子保健担当）

頻度：年 回
内容：昨年度実績から、今後の課題を共有
近年の課題：
・要精検（ｒｅｆｅｒ）率が高い
・１か月告知の継続
※先天性サイトメガロウイルス感染症診断の観点から
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産科医療機関における機器整備状況

施

設

数

検査未実施施設数

のみ所有施設数

産科医療機関における機器整備状況

施

設

数

のみ施…
率
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県としての今後の課題

専門医療機関に受診し、確定診断がされるま
での数カ月の支援が不十分

支援体制の要である「赤ちゃんきこえの相談
支援センター」がボランティアによる活動であ
り、組織として脆弱である

療育開始後の状況確認や支援が不十分

中途難聴の支援体制整備
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令和３年度 難聴児の切れ目ない支援体制構築と更なる支援の推進に向けた 

地区別研究協議会 

 
◇石川県の取り組み紹介へ参加者からの質問と回答集 

質問① みみずくくらぶはどのような方で構成されていますか。 

回答① みみずくクラブは、難聴児の教育の専門家（大学の教授）、耳鼻咽喉科の専門医、言語聴覚

士で構成されています。 

質問② 難聴児早期支援に関わる研修会等をされていましたらお教えください。 

回答② 研修会について、体制整備の頃は、その都度その都度、課題に応じて実施しており、例え

ば、体制整備時には、産科の医療機関が機器に不慣れだということで、実際にどういう機

器があって、どういう使い方をするかを、細かく説明していたり、支援体制についてお話

をさせていただいております。 

今年、実施したもので言えば、市町村の母子保健担当者にみみずくクラブというのはど

ういうことをしていて、ろう学校という欠かせない機関がありますので、ろう学校では乳

幼児に対してどのようなことができるのかというのを、実例を用いながら、説明をいただ

いたところです。 

その時その時で課題に対して研修をしていくというスタイルをとっています。 

質問③ 療育機関が二つあるということですが、具体的にはどのような機関になりますでしょう

か。 

回答③ 療育機関ですが、一つは県立のろう学校です。もう一つが、ＮＰＯ法人です。 

実際に、療育を独自の方法でされているところがありまして、どちらの方がご本人に合う

かというのは、こちらで判断できませんので、両方を平等にご紹介させていただいて、本

人の意思決定にお任せするという方法を取っております。 

質問④ スクリーニング検査でリファーの結果の後、精密検査を受検された割合は、わかりますで

しょうか。 

回答④ 数字として今すぐには出せませんが、ほぼ 100％に近いとは思います。 

なぜかと言いますと、1ヶ月の赤ちゃん訪問で必ず、先ほどの緑色の母子手帳に挟む検査

結果の用紙を、保健師が確認して、精密検査に行ったかどうかとか、どこに受診するつも

りかということを聞くことになっています。そこでもし、受けていないとか全然考えてい

ないということでしたら、どうするかという意思決定を促すことを実施していますし、4

ヶ月健診で実際に行ったかどうかを確認するという 2段階で確認しておりますので、ほぼ

100％に近いかなと思います。 

質問⑤ ろう学校との関わりについてどのようになっていますか。 

回答⑤ ろう学校の方には立場として二つあろうかと思います。 

一つは、療育機関であるということで、みみずくクラブを通じて、ろう学校を紹介させて

いただくということ。 
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もう一つが、市町村の方で本人の支援をしていて、専門的にアドバイスをして欲しい時

に、ろう学校をご紹介させていただいて、それで、専門的な相談支援をしていただくとい

う、相談機能と療育機能を、どちらも活用させていただいていると思っております。 

質問⑥ 利便性がよくない地域の方の療育については、支援は何か考えていらっしゃいますか？ 

回答⑥ ろう学校等の資源から遠い利便性の悪い地域は、ろう学校が巡回相談等の取組みを行って

いると聞いています。また、そういった地域は、出生数が少なく療育の必要な難聴児も少

ないことから、あらかじめ特定の支援の形態を作っておくというよりは、個々の方の状況

に応じて丁寧に支援を行っており、そういう事例の集積で必要性があれば、もう少し新た

な形の支援を検討することもあるかと考えております。 

質問⑦ ご紹介頂いた表の中で、ＯＡＥのみを備えている施設が減少したとのことですが、ＡＢＲ

やＡＳＳＲは整備されているのでしょうか？ 

回答⑦ スライドでご紹介させていただいたグラフは、産婦人科による新生児聴覚スクリーニング

検査の実施方法であり、産婦人科におけるスクリーニング法は、ＯＡＥとＡＡＢＲの２種

類だと認識しておりました。当県では、ＡＢＲやＡＳＳＲなどを使用した精密検査が必要

な場合は、保有している耳鼻咽喉科の一覧を提示してあり、一覧の医療機関に紹介させて

いただいております。 

質問⑨ みみずくクラブ運営への県の補助はありますか？ 

回答⑨ 現状では、ありません。 
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岐阜県内の難聴児支援について
（岐阜県難聴児支援センターの開設）

令和３年１１月２４日
岐阜県健康福祉部障害福祉課

岐阜県の現状

2

○岐阜市福祉型児童発達支援センター
みやこ園（岐阜市）

○岐阜聾学校（岐阜市）

支援体制
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５ 専門支援機関って何？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難聴の児童生徒に専門教育を行 

う機関です。 

※乳幼児教室により、０歳から 

の支援も行っております。 

所在地：岐阜市加納西丸町1-74  

課 程：全日制課程 

乳幼児教室は毎週１～２回、集団 

指導、個別指導を実施 

 

 

 

 

児童福祉法に基づき、難聴のお子さん 

の発達支援を行う施設です。 

所在地：岐阜市都通2-23   

岐阜市福祉健康センター３階  

利 用：週１～２回（午前：指導、午後：懇談） 

※利用には市町村が発行する「障害児通所支援受給者証」が 

必要です。 

※診療部門にて聴力検査、補聴器の相談ができます。 

岐阜市福祉型児童発達支援センターみやこ園 

岐阜県立岐阜聾
ろう

学校 

3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

難聴の児童生徒に専門教育を行 

う機関です。 

※乳幼児教室により、０歳から 

の支援も行っております。 

所在地：岐阜市加納西丸町1-74  

課 程：全日制課程 

乳幼児教室は毎週１～２回、集団 

指導、個別指導を実施 

 

 岐阜県立岐阜聾
ろう

学校 

本日の内容

１．難聴児を取り巻く状況と取組の方向性と

２．岐阜県難聴児支援センターの概要

３．令和３年度の主な取組

４．市町村に求められる役割

4
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１．難聴児を取り巻く状況と取組の方向性と

5

■令和元年９月県議会一般質問

Ｑ 飛騨地域における難聴児対応の改善についてどう取り組むのか。（センター機能の構築等）
Ａ センター的機能を構築していくことが必要。関係機関と協議する場を設け、体制づくりについて早急に結論を出す。

○難聴児に対しては、保健、医療、福祉、教育の各分野において、支援を行っているところ。
（◆：県、○市町村、□：民間機関等の取組）

支援の現状

○◆□新生児スクリーニング検査による早期発見の促進
（令和元年度：初回検査12,361人→難聴児確定診断あり42人）

○□専門療育機関（岐阜市みやこ園）における療育
○他の療育機関（児童発達支援事業所）による療育

◆県立岐阜聾学校による専門教育、特別支援学校による教育
○◆小中学校等の難聴特別支援学級等による教育

早期発見 〔保健・医療〕

療 育 〔福 祉〕

■国の動き

○厚生労働省・文部科学省「難聴児の早期支援に向けた保健・医療・福祉・教育の連携プロジェクト」（令和元年６月報告）
保健、医療、福祉、教育の相互の垣根を排除し、新生児期から乳幼児期、学齢期まで切れ目なく支援していく連携体制
を、各都道府県それぞれの実態を踏まえて整備する。（令和２年度からモデル事業（補助事業）実施←岐阜県参加）
○「第２期障害児福祉計画に係る基本指針」（令和３年度～５年度）における成果目標に位置付け
令和５年度末までに、各都道府県において、児童発達支援センター、特別支援学校等の連携強化を図る等、難聴児支
援のための中核的機能を有する体制を確保すること基本とする。

教 育 〔教 育〕

難聴児を取り巻く状況

6
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◆難聴との診断を受けると保護者の方は不安しかない

○難聴診断により保護者は不安でいっぱいになるが、どこに何があって、誰に何を尋ねればいいのかがわからない。
○すぐに必要な支援を受けられるように、どこに何があるといったものを教えてもらえるような場、案内があるとよい。
○難聴児をもつ保護者のネットワークがない。こういったものがないと保護者は不安を抱いたままになってしまう。
○行政の方々等に実情を話せる機会がほしい。
□保護者の方々に安心してもらえるよう、保護者のニーズを拾って、支援の手引書をつくっていくとよい。

◆専門療育機関が岐阜市に１か所あるのみであり、身近で専門療育を受けられない

○当地（高山市）の保護者が共通して困っているのは、近くに専門療育施設がないということ。
○最初は岐阜市内の専門療育機関に通っていたが、その時の体調によって行くことができない日や冬は雪で行けない
ことも多々あり、通えなくなった。
○岐阜市内の専門療育機関以外に地元の療育機関を利用したところ、専門的な療育は受けられないものの、体幹を
鍛えたり、他の利用児と触れ合うことで社会性を鍛えるにはよかった。
○難聴に関わる行政ネットワークがあるといい。
□他の障がい児と同様、長い目で見て、地域で支援をするという視点（発見→成長→就業）が必要ではないか。

◆対象者が少ないうえ専門性が高いため、難聴についての理解・知識のある方が少ない

○市内の病院に言語聴覚士がいたが、生まれた時から聞こえない難聴児に対応できる方ではなかった。
○難聴学級に通っているが、先生は難聴児専門ではない。
□それぞれの分野ではエキスパートがいるが、それらを一まとめに取り仕切る人材となると難しい。

難聴児の保護者の方々等への聴き取り調査（R1.10～12）の結果から

○：保護者の方
□：支援関係者

7

難聴児を取り巻く状況に対する取組の方向性

・保護者の方がいつでも身近な場所で相談ができるようにする
・保護者の方に分野の垣根を超えた適切な案内ができるようにする
・保護者の方がお子さんの将来の見通しを立てられるようにする
・保護者の方の交流の場を確保する

・難聴診断があった全てのお子さんについて、適切な療育に繋げられるようにする
・専門療育機関による支援を遠方であっても利用できるようにする
・専門療育機関以外の療育機関においても必要な療育を受けられるようにする
・地域の関係機関の連携により必要な療育を受けられるようにする

・それぞれの分野において、専門人材を育成・確保できるようにする
・分野を超えた一貫した支援を指南できる人材を確保できるようにする

保護者の皆さんの不安を和らげるために

身近で必要な療育に繋げられるようにするために

難聴児への支援についての理解・知識のある方を増やすために

これらを推進するために
は、医療・保健・福祉・教育
の各分野が連携して一貫
して支援できるよう、センタ
ー的機能の整備をはじめ
とした体制づくりが必要。

考えられる取組の方向性

「岐阜県難聴児支援に
関する検討会」の設置
（令和元年12月11日）

8
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岐阜県難聴児支援に関する検討会の立ち上げ

難聴については、新生児期においてできるだけ早期に発見し、乳児期から幼児期の療育段階、学齢期以降の教育
段階へと適切な支援が受けられるように繋いでいくことが望ましい姿であり、それを実現するために、保健、医療、福
祉、教育の各分野の関係機関が連携して支援を行うことのできる体制づくりが必要である。
この課題に関する検討を行うため、有識者、関係者の参集を得て、本検討会を設置する。

（１）関係機関の連携による難聴児支援の体制づくり
（２）その他

学識経験者、医療機関代表、療育機関代表、教育機関代表、
市町村代表、関係団体代表、当事者（保護者の方）

令和元年１２月１１日

１ 趣旨

２ 検討事項

３ 構成

４ 設置日

第１回 令和２年１月１７日 難聴児に係る現状、課題についての意見・情報交換
第２回 令和２年３月１７日 難聴児に係る課題の整理及び支援体制づくりの在り方についての検討
第３回 令和２年９月２５日 支援体制づくりの方向性についての検討
第４回 令和２年１１月２４日 支援体制づくりの具体化に向けた検討（センターが担う機能、設置形態等）
第５回 令和３年２月１９日 支援体制づくりの具体化に向けた検討（地域での支援の強化等）
第６回 令和３年９月１５日 難聴児支援センターの開設について

これまでの開催状況

9

＜構成（詳細）＞

分 野 所 属

学識経験者 岐阜大学大学院医学研究科（耳鼻咽喉科学分野）

学識経験者 岐阜大学教育学部特別支援教育講座

医療機関 岐阜県医師会代表

医療機関 岐阜県産婦人科医会代表

医療機関 岐阜県総合医療センター新生児科代表

医療機関 赤井耳鼻咽喉科医院代表

療育機関 みやこ園代表

教育機関 岐阜県立岐阜聾学校代表

市町村 市町村保健活動推進協議会保健師部会代表

市町村 高山市子育て支援課長

関係団体（療育機関） 社会福祉法人高山市社会福祉協議会代表

関係団体 岐阜県言語聴覚士会代表

関係団体 岐阜県聴覚障害者協会代表

関係団体 一般社団法人ぎふケアマネジメントネットワーク代表

当事者 難聴のお子さんの保護者（３名）

10
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保護者

難聴児

地 域

【イメージ】

難聴児への支援体制づくりの基本的な在り方

○難聴児が住み慣れた地域でできるだけ不自由なく暮らしていけるよう、途切れなく支援
できる体制を築く。

○保護者に寄り添った相談対応を行うことで、抱えている不安等を和らげ、早期支援に繋
げていく。

みやこ園 岐阜聾学校

相談支援事業所

療育機関
（児童発達支援事業所）

市町村（障がい・児童福祉）

岐阜県難聴児支援センター （令和３年１１月設置）

保育所・幼稚園

市町村（教育）
特別支援学校・小中学校等

医療機関
（産科・耳鼻咽喉科）

市町村（母子保健）

最適な支援への繋ぎ丁寧な相談対応

11

２．岐阜県難聴児支援センターの概要

12
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◆ 岐阜県難聴児支援センターの設置

（１）目 的 難聴児に対し、保健・医療・福祉・教育の各分野の関係機関の連携により、新生児期から

学齢期までの一貫した支援を行うための拠点を設ける。

（２）名 称 岐阜県難聴児支援センター

（３）開 設 日 令和３年１１月１日（月）

（４）設置場所 岐阜大学医学部附属病院

（岐阜大学医学部本館１階）

（５）運営体制 岐阜大学医学部附属病院への委託

（６）人員体制 センター長（小川武則 耳鼻咽喉科長・教授）

副センター長（小原奈津子 臨床講師）

特別アドバイザー（青木光広 岐阜大学招聘教員）

支援員１名（言語聴覚士）

事務員１名

難聴児支援センターの概要について

検討会において支援体制づくりについての検討を進めながら、以下の取組を進めています。

障がい福祉分野 耳のきこえに不安のあるお子さんやその

保護者の方からの相談を面談、電話、メ

ール等にてお受けする相談機関です。

13

○新生児聴覚スクリーニング検査の時点から最適な支援に繋げられるよう、関係機関（市町村（保健・福祉）、

医療機関、療育機関等）と連携しながら対応

【初期相談・総合相談】

・毎週火曜日に「こどものきこえの相談日」を設定し、個別相談に対応

・相談日以外においても、来室、電話、メール、リモートでの個別相談に対応

・保護者からの求めに応じ、居宅での個別相談（出張相談）にも対応

・飛騨地域、東濃地域での出張相談日を設定（リモート相談を適宜実施。）

・保護者からの求めに応じ、耳鼻咽喉科医（精密検査）の受診時の付添を実施

【個別一貫支援】

・療育等の関係機関に繋いだ後も、継続的に難聴児への支援を実施（伴走型支援）

・保護者の方向け学習会の開催、保護者の方向けサポートブックの作成

・センター運営会議の開催による連携強化

・難聴児支援に関する広報、出前講座の開催

難聴児支援センターの事業内容について①

① 相談支援

② 保護者支援

③ 関係機関との連携

④ 普及啓発

14
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◎センターでは、耳のきこえに不安があるお子さんを支援する保健・医療・福祉・教育の多くの支援機関と

関わり合いながら相談をお受けします。

◎よりよい支援に繋げられるよう、お子さんとその保護者の方に寄り添い、お子さんの成長過程で生じる

様々な悩みごとに対し、丁寧に対応します。

難聴児支援センターの事業内容について②

難聴児支援

セ ン タ ー

医療機関

岐阜聾学校

学校

市町村

みやこ園

療育機関

保育園

幼稚園

15

難聴児支援センターと関係機関の連携について（案）

療育・教育

保育・教育

療育・保育・教育

16
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３．令和３年度の主な取組

17

◆ 岐阜県難聴児支援センターの設置

○難聴児が早期かつ適切に療育等の支援が受けられるよう、岐阜大
学医学部附属病院内に、専門的な知見による相談対応、保護者の
方向けの学習会の開催等を行う「岐阜県難聴児支援センター」を
設置する。

◆ 保護者の皆さんの不安を和らげるための取組

○保護者の方の不安の軽減、交流の場づくり等を目指すものとして、保護
者の方向けの学習会等を開催する。

○お子さんの支援に関する保護者の方向けの手引書「お子さんのきこえの
ために」を関係機関（医療機関、市町村福祉・母子保健部門、児童発達
支援事業所等）を通じて保護者の方々に配布する。

令和３年度の主な取組

検討会において支援体制づくりについての検討を進めながら、以下の取組を進めています。

障がい福祉分野

18
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◆ 身近で支援を受けながら生活できるようにするための取組

○きこえにくいお子さんが地域において利用する学校、保育所、幼稚園、児童発達支援事業所等に、専門療
育機関（みやこ園）の職員が赴き、当該お子さんに対する支援方法に関する指導、助言等を行う。

○児童発達支援事業所がきこえにくいお子さんを受け入れる際の支援スキルの獲得のため、当該事業所職員
が専門療育機関（みやこ園）による研修を受けられるようにする。

◆ 新生児聴覚スクリーニング検査の推進

○新生児聴覚スクリーニング検査の受検状況と結果を把握し、精密検査の対象
となったお子さんに対し、円滑な支援に繋げられるようにする。

◆ 聴覚障がい児童生徒への支援の充実

○岐阜聾学校や恵那特別支援学校、飛驒特別支援学校が対象となるお子さんの在籍する園や小中学校等に対し、
聴覚障がい支援に関する指導・助言を行う。

○県全域、飛騨及び東濃地域において、聴覚障がい教育に関する研修会及び保護者向け相談会を実施する。

○岐阜聾学校及び聴覚障がいに係る合理的配慮を必要とする県立学校に在籍する児童生徒に対し、音声を文字
情報に変換するソフトを活用した学習支援を行う。

母子保健分野

教育分野

19

４．市町村に求められる役割

20
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◎難聴と診断を受けてから、だれに、どこに相談したらいいかわからず、不安だった。

◎１歳まで様子見と病院から言われたが、はやくから療育機関に通うべきなのかわからない。

◎市町村職員に人工内耳について相談したが、人工内耳について知らず無知であった。

◎たらい回しにされ、関係機関があまり連携をとれていないと感じた。

◎分野を超えて相談できる県の部署や市の相談員などがいれば、難聴児を安心して育てられる。

◎他県で難聴と診断を受けたが、医療、福祉、教育機関との連携のもと、丁寧かつ適切な支援が

受けられたため、大きな悩みや不安はなかった。

◎一側性難聴の場合、その後のケアがなく、きちんと学習できているか心配になった。

市町村に求められる役割について①

保護者の方より

21

市町村の保健・福祉・教育の各部局及び医療・福祉等支援機関の連携による難聴児への支援

・各部局の相談先の明確化（担当者を明らかにする）

・保健・福祉・教育の市町村各部局及び地域の医療機関・療育機関・保育所等・小中学校等の連携

（情報共有と課題の整理、ライフステージに応じた支援）

・お子さんの難聴の状態（一側性難聴を含む）に応じた配慮（環境づくり、接し方、就学時の引継）

・岐阜県難聴児支援センターと連携した支援（情報共有、保護者向け学習会等の行事案内、サポー

トブックの配布など）

・サポートブック等を活用した難聴児支援体制の説明

・新生児聴覚スクリーニング検査の受検率向上、検査の勧奨

・新生児聴覚スクリーニング検査等でRefer（要再検）と判断された方の把握とフォロー（２次検

査機関、精密検査機関への受診促進、母と子の健康サポート事業による支援など）

・難聴診断が確定した方の把握とフォロー（医療・療育への繋ぎ※など）

※難聴と判明してから６ヶ月以内に補聴器を装用し、療育をするのが望ましいため、支援機関

（みやこ園及び岐阜聾学校等）及び相談機関（岐阜県難聴児支援センター）を紹介する。

・一側性難聴の方の把握とフォロー

・保育所等での受け入れ体制の整備及び環境づくり

市町村に求められる役割について②

◎ 共通

◎ 母子保健・保育

22
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・療育・相談機関の利用促進

・療育機関等での受け入れ体制の整備及び環境づくり

・身体障害者手帳の交付、障がい福祉サービスの支給決定

・補聴器の購入等の支援

・市町村自立支援協議会による支援の推進

・就学児の適切な小学校との連携

・岐阜聾学校等の専門教育機関との連携

・対象となる幼児児童生徒の教育的ニーズの整理と必要な支援の内容の検討

・個別の教育支援計画及び個別の指導計画に基づいた適切な指導及び支援

・教育上の合理的配慮の提供と基礎的環境整備

市町村に求められる役割について③

◎ 教育

◎ 福祉（療育）

23

富山県、長野県、静岡県、三重県、滋賀県、兵庫県、香川県、高知県、長崎県、

宮崎県【中核機能の整備状況調査結果(令和元年１２月岐阜県障害福祉課調べ)】

センターの設置にあたり、参考にさせていただいた先進県（１０県）

センター開設に向けて視察させていただいた先進県（２県）

長野県（長野県難聴児支援センター）、静岡県（静岡県乳幼児聴覚支援センター）

御協力ありがとうございました。

＜参考にさせていただいた先進県＞

24
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ご清聴ありがとうございました。

25イラスト：イラストわんパグ
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令和３年度 難聴児の切れ目ない支援体制構築と更なる支援の推進に向けた 

地区別研究協議会 

 
◇岐阜県の取り組み紹介へ参加者からの質問と回答集 

質問① ４部局の連携は、具体的にはどのようにされているのでしょうか。例えば定期的にあるい

は必要があるときに呼びかけ合って、会議を持っているということでしょうか。 

回答① 岐阜県の難聴児支援に関する検討会の事務局として、先ほど申し上げた 4課が入っており

ます。例えば子育て支援課ですと、スクリーニング検査のあり方についての課題、私ども

ですと、難聴で支援センターに関する立ち上げをどうしていくのかということなど、それ

ぞれ課題を持ち寄って検討会で議論をしていただいています。 

質問② センター運営会議はとても良い仕組みと思いますが、メンバーはどのような構成になって

いるのでしょうか。月に１回開催ということ（ホームページでは）ですが、負担にならず

に開催できますでしょうか。 

回答② メンバーは、岐阜聾学校、難聴児専門療育機関みやこ園、県関係課（保健・福祉・教育）

等です。当面は月１回開催としておりますが、その後は必要に応じて開催することとなり

ます。また、オンラインでの開催を行うことも検討しています。 

質問③ 新スクは令和元年度 12361 人受けたとありましたが、出生数に対して何%なのか、新スクの

助成等はあるのか知りたいです。 

回答③ 令和元年度において、出生数に対する新生児聴覚スクリーニング検査の受診率は、約 97％

と聞いております。また、新生児聴覚スクリーニング検査の費用の助成は、各市町村で実

施しております。 

質問④ センター運営会議の頻度、保護者学習会の頻度など教えていただければと思います。ま

た、出前講座の対象は今のところどのような方々を想定されておられるか、教えていただ

きたいです。 

回答④ ・センター運営会議は、当面は毎月行うこととしており、その後は必要に応じて開催する

こととなります。また、保護者向け学習会については、年に３地域（岐阜・西濃・中濃地

域、東濃地域、飛騨地域）各２回ずつ実施する予定としております。 

・出前講座の対象者は一般の方や支援機関の従事者を想定しています。 

質問⑤ 確定診断があったお子さんの情報が支援センターに提供されるということですが、センタ

ーが一括管理を目指すということでしょうか。また、情報提供を受けた後の働きかけは、

センターから積極的に家庭に対して行うということでしょうか。それとも依頼があったら

ということで、見守るスタンスでしょうか。 

回答⑤ ・２次検査医療機関及び３次検査医療機関にて検査結果が正常以外であった場合で、保護

者の同意を得られた場合にセンターへ情報提供いただく仕組みになっています。事前に情

報提供いただくことで、円滑に相談支援を行うことができます。 

・情報提供を受けた後の働きかけは、却って保護者の方の不安を煽ることにつながる場合

もあるため、保護者の方からの連絡を待つこととしています。そのため、保護者の方の状

況を知っている市町村（保健師）に働きかけをお願いしています。また、市町村、医療機

関等の支援機関に不安を抱える保護者の方へ当センターを紹介いただけるようお願いして

おります。 
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質問⑥ センターの職員は６人とのことですが、相談の対応や学習会の開催においては、ろう学校

やみやこ園の職員と協力して行っているのでしょうか。 

回答⑥ ・センターの職員は５名になります。 

・相談対応については、医師や言語聴覚士である支援員が行っています。・学習会について

は、テーマに応じて聾学校やみやこ園等の支援機関と協力して行うこととしています。 

質問⑦ 対象児の情報を共有するにあたって、個人情報の問題はござましたか？ 

どのような課題があり、どのように解決されたかご教示いただきたいです。 

回答⑦ ・新生児聴覚スクリーニング検査の結果を情報提供いただく際には、個人情報保護の観点

から、検査機関から保護者の方に説明していただき、同意を得ていただくようお願いして

います。 

・関係する支援機関に対象児の情報を提供する際には、事前に保護者の方に同意を得るこ

ととしています。 

質問⑧ 保護者向けの学習会では、手話を学ぶ事はできますか。手話は必ず必要になるものです

が、小さい子供を持つ保護者が学ぶ場がほとんどありません。センターでやっていただく

のが保護者にとって学びやすいと思います 

回答⑧ コミュニケーション方法の一つとして手話をテーマにすることを想定しています。 
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北九州市における
聴覚障害児支援体制構築

に向けた取組み

北九州市保健福祉局障害福祉部

障害者支援課

1

大分県

熊本県

佐賀県

福岡県

北九州市

北九州市のご紹介

九州最北端の政令指定都市

人口 932,144人 （令和3年10月1日現在）

面積 491.71 K㎡（令和3年10月1日現在）

2



− 81 −

 
北九州市における障害のある人の状況

北九州市内の障害のある人の数

3

身体障害

４７,０８４人

知的障害

１１,５２６人

精神障害

９,８６４人

総数
６８，４７４人

※障害者手帳交付数から計上

※令和３年３月末現在

６９％

１７
％

１４
％

北九州市における障害児の状況

北九州市内の身体障害のある子どもの数

4

肢体不自由

４４０人

内部障害

１７４人

聴覚・平衡
機能障害
１０２人

視覚障害

２０人

音声・言語・

そしゃく機能障害
２人

総数
７３８人

６０％２４％

１４％

２.７％

０.３％

※障害者手帳交付数から計上

※令和３年３月末現在
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北九州市における聴覚障害児の状況

年度 Ｈ３０ Ｒ元 Ｒ２

受検者数 ５，６４５人 ５，３３１人 ５，３３０人

追跡者数 ４１人 ４４人 ３２人

難聴疑 ６人 １４人 ９人

新生児聴覚スクリーニング検査 実施状況

毎年１０人程度の難聴疑の子どもが出生

5

各部局の取組み

子ども家庭局

・新生児聴覚スクリーニング検査推進

教育委員会

・特別支援教育の推進

保健福祉局

・総合療育センターの運営

6



− 83 −

 
北九州市立総合療育センターについて

障害のある子どもたちの療育と医
療の中核施設として、早期支援や
療育訓練、相談支援等を行う

指定管理者：
（社福）北九州市福祉事業団

外来
小児科 内科 精神科 児童精神科 リハビリテーション科 整形外科
眼科 耳鼻咽喉科 泌尿器科 婦人科 歯科 小児歯科 矯正歯科

入院・入所 足立園

医療型障害児入所施設
療養介護

【９９床】

短期入所 【２６床】

通所
にこにこ通園 福祉型児童発達支援センター 【４０人】

ナイスデイ 障害福祉サービス（生活介護） 【１５人】

●主な機能

7

総合療育センターの難聴児へのかかわり

出生

新生児聴覚検査：結果がrefer

２次・精密聴力検査：結果が難聴疑い

総合療育センター耳鼻咽喉科で聴覚障害の診断確定

総合療育センター個別外来受診 ⇒ 療育開始

総合療育センター個別外来・にこにこ通園

特別支援教育施設への専門家派遣

０～１ヶ月頃

６ヶ月前後～

１歳すぎ

就学後

8
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聴覚障害児支援中核機能モデル事業①

各主体による支援体制は構築されている

北九州市モデルのコンセプトは…

既存支援体制の活用・強化

でも、連携できている？
保護者が知りたい情報は一元化されている？

総合療育センターを中心とした連携体制を活用

9

聴覚障害児支援中核機能モデル事業②

１ 北九州市聴覚障害児支援協議会の設置

２ 聴覚障害児支援の関係機関との連携

３ 家族支援の実施

４ 巡回支援の実施

保健
保健福祉局
子ども家庭局

中核施設
総合療育センター

医療
医師会

小児科医院
産婦人科医院

当事者団体

中核施設
総合療育センター

児童発達支援センター

聴覚特別支援学級
聴覚特別支援学校等ＳＴを派遣

中核施設
総合療育センター

支援が必要な家庭

関係機関
保健、医療、
療育、教育等

ライフステージ、
状態像に応じた情報
提供や技術的支援

情報
を集約

聴覚特別支援学級
聴覚特別支援学校等

幼稚園・保育所協議会

報告

５ 聴覚障害児の支援方法に係わる研修の
実施

教育
聴覚特別支援学級
聴覚特別支援学校

中核施設
総合療育センター

切れ目のない支援に
向けた課題を分析

10
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北九州市聴覚障害児支援協議会について①

専 門 所 属

産婦人科 北九州産婦人医会

耳鼻咽喉科 産業医科大学耳鼻咽喉科

療育
総合療育センター医師

総合療育センター言語聴覚士

教育
福岡県立小倉聴覚特別支援学校

北九州市立小倉中央小学校教諭

医師会 北九州市医師会理事２名

当事者
北九州聴覚障害児育児サークル「みみずく」

当事者保護者（「みみずく」からの紹介）

事務局 総合療育センター言語聴覚士

●構成員

●行政

専 門 所 属

子育て 子ども家庭局子育て支援部主幹

保健福祉 保健福祉局障害福祉部障害者支援課長
11

北九州市聴覚障害児支援協議会について②

↑北九州市聴覚障害児支援協議会の開催風景（令和３年８月６日開催）

12
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北九州市聴覚障害児支援協議会について③

↑令和３年度作成啓発パンフレット

構成員から
新生児聴覚スクリーニング検査pass後
耳の聞こえで困る子どものケースの指摘

啓発パンフレットを作成

関連機関に送付
（保育所、幼稚園、小・中学校等）

13

家族支援

←保護者への配布資料

総合療育センターにて

ライフステージ、状態像

に応じた情報提供を実施

現在は技術面の情報が充実
手続き面の情報強化を検討中

14
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関係機関との連携、巡回支援①

特別支援教室 小学校１０校

特別支援学級
小学校 ６校

中学校 １校

通級指導教室 中学校 ２校

言語聴覚士による
指導助言・講義を実施
（１回２時間程度）

訪問

言語聴覚士

教員の支援スキルＵＰ

15

関係機関との連携、巡回支援②

↑言語聴覚士による児童発達支援センタースタッフへの講習

16
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最後に

特に効果的だと感じた取組み ①

顔の見える関係性の構築
（北九州市聴覚障害児支援協議会）

特に効果的だと感じた取組み ②

言語聴覚士による巡回支援

継続的・定期的な支援が大切

17

ご清聴ありがとうございました

18
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令和３年度 難聴児の切れ目ない支援体制構築と更なる支援の推進に向けた 

地区別研究協議会 

 
◇北九州市の取り組み紹介へ参加者からの質問と回答集 

質問① 北九州市の支援体制について、市内で完結しているのでしょうか。 

支援体制に関して、福岡県や他の市町村との連携はありますか。 

回答① 聴覚障害児支援の取組みについては、幼少期から就学後に至るまで、様々な機能が北九州市内

に揃っているので、そういった意味では一定程度完結していると思います。また、モデル事業

の中核施設である総合療育センターは、福岡県北部を中心に、北九州市以外からも障害を持っ

ているお子さんが利用されています。 

質問② 新生児聴覚スクリーニングに北九州市として助成はありますでしょうか。 

回答② 北九州市からほぼ半額の助成を行っています。検査の種類については、自動 ABR と OAE と 2 種

類ありますが、自動 ABR については 2500 円の助成、OAE については 1500 円の助成をしていま

す。 

質問③ 総合療育センターの耳鼻咽喉科で、聴覚障害の診断が確定された後に、「乳幼児教育相談」と

「にこにこ通園」の両方とも紹介されるということでしょうか。 

回答③ 総合療育センターの耳鼻咽喉科受診後、言語の個別外来を開始します。その後、年齢によって

「にこにこ通園」をご紹介したり、県の小倉聴覚特別支援学校で行われている教育相談等もお

すすめして、保護者の方に利用していただいています。その選択は、保護者の方にお任せして

います。 

質問④ 「にこにこ通園」での療育の内容や頻度について教えていただけますでしょうか。 

回答④ 現在、「にこにこ通園」で難聴児のみを集めたクラスはありません。他の発達障害のお子さんた

ちと同じクラスで行っています。通園自体は利用が週に 2回あり、その中に、言語聴覚士、保

育士や心理士が入り、お子さんと保護者の方に支援を行っています。 

質問⑤ にこにこ通園と小倉聴覚特別支援学校は、どのような連携をされていますでしょうか。 

回答⑤ 「にこにこ通園」の年齢が、小倉聴覚特別支援学校の教育相談と重なることもあります。にこ

にこ通園卒園後に小倉聴覚特別支援学校の幼稚部に行かれる方は、そこで情報交換をしていま

す。通園内でのお子さんの様子を、小倉聴覚特別支援学校に手紙でお伝えします。 

質問⑥ 言語聴覚士が、小学校、中学校、そしてろう学校にも指導や講義や助言に行かれるということ

でしたか、その頻度や言語聴覚士さんは何人で実施しているのでしょうか。 

回答⑥ まず、小倉聴覚特別支援学校は、そのときによっても違いがありますが、昨年度や今年度の今

までで大体 2件ご相談をいただいています。担当者が行くことが多いので、言語聴覚士 1名で

行っています。次に、小学校・中学校の特別支援学級等は、各校に年間約 1回、全体で年間 23

回訪問の予定としています。こちらは言語聴覚士 4名で担当しています。 

質問⑦ 北九州市聴覚障害児支援協議会には、成人・聴覚障がい者の団体等の当事者は参加してい

ますか。 
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回答⑦ 聴覚障害児の支援体制構築を目的とした協議会であることから、成人・聴覚障がい者の団

体等の当事者の方にはご参加いただいていません。 

質問⑧ 地域の小中学校への巡回支援では、言語聴覚士だけでなく、聴覚特別支援学校の教員も同

行することはありますか。 

回答⑧ 地域の小中学校への巡回支援で、本市が派遣する言語聴覚士に、県立聴覚特別支援学校の

教員が同行することはありません。 

 特別支援学校には、「センター的機能」という地域の学校に対する相談支援機能があるた

め、県立聴覚特別支援学校のセンター的機能として、地域の小・中・特別支援学校を訪問

し、聞こえに困難のある児童生徒への対応に関する指導助言を行うことはあります。 

 なお、特別支援教室、通級指導教室については、対象児の在籍校がセンター的機能を活

用する際に連携することはありますが、基本的には、関連はありません。 

質問⑨ 特別支援教室と特別支援学級の違いを教えてください。 

回答⑨ 「特別支援教室」は、通常の学級に在籍している軽度の障害のある児童生徒が、在籍校で

巡回指導教員から指導を受けられる新しい指導形態です。「通級指導教室」と似ています

が、児童生徒が設置校に通う「通級指導教室」と異なり、「特別支援教室」では、児童生徒

が別の学校（設置校）に移動する必要がありません。 

本市では、対象児童の在籍する全ての小学校で実施しています。 

 「特別支援学級」は、小集団で児童生徒の発達段階に応じた教育を行い、障害による学

習上又は生活上の困難の改善・克服を図るとともに社会生活に参加していく力を培うため

の学級です。 

質問⑩ 特別支援教室、特別支援学級、通級指導教室は、様々な障害の子供を対象としていると思

います。「聴覚」に関しては、それぞれいくつずつありますか。 

回答⑩ 特別支援教室は１０校の拠点校があり、全てが難聴に対応しています。 

特別支援学級は全体１６６校のうち、「難聴」を対象としているのは７校、 

通級指導教室は全体５校のうち、「難聴」を対象としているのは２校です。 
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